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Re’sume一

　　　It　is　often　said　that　reference　work　started　in　Japanese　libraries　after　the　World　War　II，　so

that　reference　work　is　“A　post－war　product”．

　　　But　we　can　indeed　find　literature　in　the　pre－war　period　which　discussed　theories　and

practices　in　reference　work．　There　are　a　few　previous　studies　on　the　development　of　reference

work　in　Pre－war　Japan．　However，　they　limit　their　areas　of　study　only　to　a　particular　type　of

libraries　as　well　as　to　a　particular　period，　and　none　covers　the　pre－war　development　com－

prehensively．　This　paper　tries　to　supplement　the　previous　studies　by　the　examination　of

pre－war　literature　on　reference　work　and　draw　the　outline　of　the　development　of　reference　work

in　pre－war　Japanese　libraries．

　　　The　number　of　articles　on　reference　work，　which　appeared　in　Toshokanzasshi　（The　Library

Journal）　from　1907　（the　first　issue）　to　1944　（the　last　issue　in　pre－war　period）　does　not　increase

over　the　years，　showing　that　there　was　no　considerable　development　of　reference　work　after　its

introduction　to　Japanese　libraries　in　the　late　Meiji　Era．　However，　the　close　examination　of

related　literature　shows　some　development　of　theories　by　pioneers，　practices　of　reference　work

in　eight　public　and　university　libraries，　and　establishment　of　a　class　in　professional　education．

　　　It　is　concluded　that，　although　reference　work　did　not　become　a　standard　library　service　in

pre－war　Japanese　libraries，　some　development　of　theory　and　steady　growth　of　practice　along

with　the　inception　of　training　class　show　the　beginning　of　real　development　and　diffusion　of

servlce．
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1．はじめに1）

A．我が国における戦前のレファレンス・ワー

　ク研究の概観

　レファレンス・ワークは，図書館員が利用者と

直接に接し，利用者の要求に合致した資料あるい

は情報を仲介するサービスである。現在では，レ

ファレンス・サービスという言葉で表される場合

が多く，図書館における不可欠のサービスとして

認識されている。

　わが国では，レファレンス・ワークは戦後本格

化し，大きな発展をとげたが，不充分ながらも戦．

前より行われていたことを裏付ける研究がいくつ

か存在する。

　代表的な研究としては，北原囲彦の“明治・大

正期におけるレファレンス・ワークの発展”2），稲

村徹元の“戦前期における参考事務のあゆみと帝

国図書館”3），阪田蓉子の“わが国の大学図書館に

おけるレファレンス・サービスの発展’4）があげ

られる。特に北原はそれまでのレファレンス・

ワーク研究を概観し，さらに広範囲にわたり当時

の文献を詳細に調査し，戦前のレファレンス・

ワークをもっとも詳しくまとめた文献であると言

える。稲村，阪田は，北原より後に書かれ，北原

論文を補足する論文と考えることができる。

　北原は論文中で，明治時代から大正末までに著

されたレファレンス・ワーク関連文献を詳細に紹

介した。北原自身によれば，同論文の目的は“近

代図書館サービス発達史の一環をなすものとし

て，とりあえず我が国におけるレファレンス・

ワークの発展ぶりとそれにかかわる様々な問題と

を，主に図書館員の文献を通して記述しようと試

みる”2）［P．18］ことである。そしてまず，日本で

のレファレンス・ワークの定義について，毛利宮

彦が1916（大正5）年全国図書館大会で行った講

演が最初のものであるとし，続いて今沢慈海

（1924年），小谷誠一（1926年），植村長三郎

（1931年），武田虎之助（1936年），田村盛一一

（1938年），渋谷国忠（1939年），山下栄（1940

年），伊藤旦正（1951年），小田泰正（1966年）

等の研究を紹介し，さらに日本図書館協会公共図

書館部会による参考事務規程（1961年）まで見

た上で，我が国のレファレンス・ワークの概念

は，米国のものを焼き直したもので，この点では

戦前も戦後も変わりがないと結論づけている。

　次いで，過去における研究とその問題点につい

て，1951年の三宅千代二の研究から1969年の

長澤雅男の著作まで，我が国におけるレファレン

ス・ワークの発展に関する研究を概観している。

その上で，第2次世界大戦前のレファレンス・

ワークに関する研究が不充分であると考え，特に

1868（明治元）年から1920（大正9）年までの発
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展を記述することとし，帝国図書館，公立図書館，

および大学高等専門学校図書館を対象に文献を調

査している61920年を下限としたのは，この年

を境に，レファレンス・ワークは“全国的な規模

での普及段階に入って行く”2）［p．26］と考えたた

めである。

　北原の使用した文献は，歴史学でいう1次文献

として図書館およびその関係機関誌等による各種

の報告，各図書館の館報，図書館専門誌の記事で

あり，若干の文学作品も含まれている。2次文献

としては，後になって書かれたこのテーマに関係

する各種の研究論文，各図書館の館史等である。

　これらの資料に基づき北原は，1920年までの

レファレンス・ワークを，1868年から1898（明

治31）年までの時期（内容からすると「紹介期」

とでも呼ぶのが適当であろう）と，1898年から

1920年までの時期（同じく仮に「揺藍期」と呼ん

でおく）の2期に分けて，発展の状況を記述して

いる。紹介期については，目賀田種太郎，湯浅吉

郎，正木直彦，田中稲城，太田為三郎らによって，

米国の“人的援助”がわが国に紹介されてゆく様

子を述べている。

　次に，揺藍期については，新渡戸稲造の随筆や

有島武郎の文学作品にも米国の図書館における

“人的援二助”が紹介されるようになったことに触

れるとともに，前期に引き続き，和田万吉（1910

年），佐野友三郎（1917年），田中敬（1918年目，

今沢慈海（1912年），徳川頼倫（1913年），沢柳

政太郎（1914年）らの図書館関係者による人的

援助に関する報告や発言を紹介している。さら

に，『図書館小溝』（1915年）や坂本四方太の論文

（1910年）中で，具体性は欠くものの，わが国の

図書館にも米国のような人的援助を業務として導

入することが必要であるという記述が見られるこ

とを述べ，毛利宮彦の米国でのレファレンス・

ワークに関する見聞とその影響を述べている。そ

の後，この揺藍期に実務を行っていた帝国図書

館，東京市立日比谷図書館，京都府立図書館，神

戸市立図書館，岡山県立図書館等の様子を紹介し

た。

　北原のこの研究は，1868年から1920年にお

けるレファレンス・ワークに関する文献を数多く

発掘し，まとあたものとしてほぼ唯一のものであ

り，同時期を研究する際に第一に参照すべき基礎

的研究として評価できる。ただ，多くの重要な文

献を発掘しながらも，文献及びその背景から伺え

るレファレンス・ワーク発展の印象を個々に述べ

ているため，全体としてのレファレンス・ワーク

発展の程度が見えにくくなっており，北原の述べ

るように1921（大正10）年を境にレファレン

ス・ワークが全国的な普及段階に入ったという実

証はなされていない。また，以下の稲村論文や阪

田論文も同様だが，北原論文以後に刊行された各

図書館の館史や年表などに，北原論文には未収録

の事実も報告されており，北原論文を補足する論

考が必要であるように思われる。

　稲村は“戦前期における参考事務のあゆみと帝

国図書館”3）において，帝国図書館の業務記録お

よび当時の年報，そしてインタビューなどを通

じ，戦前の帝国図書館内でのレファレンス・ワー

クの実態を明らかにしょうと試みている。1935

年の業務記録を翻刻し紹介しているほか，その当

時を知る証言者から実際のレファレンス・ワーク

の様子などを聞き，その具体的な実務の様子を明

らかにしている。特に翻刻された添付資料『昭和

十年六月ノ読書相談ノ近況」と題するものは，当

時の読書相談例が記載され，その当時のレファレ

ンス・ワークの実態を知る貴重な資料であり，具

体的事実を多く発掘したこの論文は，重要な参考

資料である。

　阪田蓉子は“わが国の大学図書館におけるレ

ファレンス・サービスの発展”4）中での一節を，

戦前の大学図書館のレファレンス活動に割いてい

る。大学図書館協議会の議事録を調査し，“参考業

務の理論が紹介されたのは第2次大戦前であり，

一部の大学図書館では戦前から実施されてい

た”4）［P．105］と述べ，その活動を認めている。主

に戦後のレファレンス・サービスに主眼をおいた

論文であるが，戦前の大学図書館のレファレン

ス・ワークを発掘した意義は評価できる。

　上記の文献などから，レファレンス・ワークは

その揺三期にあたる明治から大正にかけてはかな
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り論じられているものの，昭和戦前期については

定義の変遷を述べているに止まり，実態を調査分

析したものは存在しない。また，北原，稲村，阪

田以後，戦前のレファレンス・ワークを主題とし

た文献も存在しない。

　戦前のレファレンス・ワークについては，戦前

期の全てを通して取り扱うことによって発展過程

を考察することが可能になる。そこで本稿では，

明治期から昭和戦前期に及ぶ資料について，北

原，稲村，阪田らが取り上げていない文献を発掘

し，さらに，3者が扱っていない昭和戦前期も対

象に含めて，戦前のレファレンス・ワークをその

発達という観点から，すなわち，どの程度発達し

ていたのか，一部の紹介のみに止まったのか，あ

るいは，ある程度の実施および普及を見ていたの

かなど，その発展の状況を考察する。

B．レファレンス・ワークの定義

　レファレンス・ワークは，優れて実務的性格の

強いサービスであるためにその実務の変化を反映

し，米国においても「aid　to　readers」，「reference

work」，「reference　service」など，さまざまな名

で呼ばれ，定義も様々に変化して今日に至ってい

る5）。そうした混乱は，我が国にも移入され，

い。それには，前述した定義を含め，米国でのこ

の種のサービス様式の発展を詳細に論述した

Rothsteinの定義を用いるのが適切であると考え

る。

　Rothsteinは，　William　B．　Child（1891年），

Alice　Bertha　Kroeger（1902年），　William

Warner　BishoP（1915年），　James　Ingersoll

Wyer（1930年），　Margaret　Hutchins（1944

年），Lucy　I．　Edwards（1951年）に至る6人の

定義を比較した末，単なる人的援助としてのレ

ファレンス・ワークと制度化された図書館業務と

してのレファレンス・サービスを区別するたあの

識別基準として，

　①情報を耳あている個々の利用者に対し

て，図書館員が人的援助を提供すること。

　②　このような援助が教育的な機関として

図書館の責務を遂行するのに不可欠な手段で

あることを図書館が認識し，そのような援助

を提供する確固たる責任をもっこと。

　③　こうした援助を提供するたあに，レ

ファレンス・ワークの技術を特別に身につけ

た人々から構成される特定の運営組織が存在

すること。7）［p．14］

レファレンスで一般に通じると，好都合なの

だが，そうもいかないたあ日本の図書館で

は，様々な訳語を作り出した。「参考業務」

「参考奉仕」「調査・相談」「相談事務」「参考

調査事務」，なかには「よろず相談」と俗称し

ている図書館さえあるほどである。6）［p．68－

6　9］

と指摘されていることからもわかるように，我が

国でも，米国以上の混乱をきたしていることが見

て取れる。

　しかし，本稿は，各時代におけるレファレン

ス・ワークの導入と発展の跡をとらえることを目

的としているたあ，レファレンス・ワークについ

てその用語間の相違や，時代における定義の差に

こだわることなく，その必要な要素をとらえた

という3要件をあげた。

　本稿では，人的援助について記しているもので

あればすべて調査の対象とするが，Rothsteinを

参考に，その3要件を満たすものを厳密な意味で

のレファレンス・サービスとして，単なる人的援

助の紹介や実践と区別したい。但し，Rothestein

のいうレファレンス・サービスも含あて本稿では

レファレンス・ワークという用語で統一する。

　特に戦前期において，レファレンス・ワークは

他のサービスと混同されることがしばしばあった

と報告されている。志智は，レファレンス・ワー

クについて，わが国では出納事務や読書相談・読

書案内との混同が見られることを指摘して，以下

のような混乱があることを指摘した8）。

（1）当時の日本では閉架式が主であった
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ことから，出納事務や貸出業務時のサービス　　学，文化ノ本業ヲ体得セシムル”lo）［p．283］もの

に付随した個人的援助との混乱があったと考　　であり，レファレンス・ワークの根幹である，人

えられる。

　（2）さらに，利用者に対する読書相談，読

書案内などとも区別する必要がある。

　志智の指摘はもっともであるが，導入初期には

どれとも区別しがたいような未分化のサービスな

どもありうると考えて，レファレンス・ワークに

類似する業務として本稿の範囲に収めた上で，個

別に検討する際に識別することとしたい。

C．対象文献

　関係文献の収集対象年代は，1876（明治9）年

から1944（昭和19）年とする。開始期を1876

年としたのは，Greenがレファレンス・ワークの

必要性についての論文9）を発表した年であり，レ

ファレンス・ワークは実質的にこの年に始まった

とされているからである。終期を1944（昭和19）

年と設定したのは，『図書館雑誌』がその年7・8

月合併号で休刊した事実が象徴するように，

1945年は戦争の激化により図書館サービスが発

展する余地はなくなっていたと考えられるからで

ある。

　対象とする図書館の種類であるが，公共図書館

を中心として，帝国図書館，大学図書館もその範

囲に含ある。

　対象とする文献として，まず，日本において明

治期より現在まで続く代表的図書館関係誌である

『図書館雑誌」を取り上げ，レファレンス・ワーク

に関する記事がどれだけあるか，関係文献の出現

数を年代順に調査する。記事の頻度を知ること

で，図書館界におけるレファレンス・ワークへの

関心の度合いを推測することができると考えた。

その期間の署名記事全てを調査し，人的援助，お

よびレファレンス・ワークに関する記述が一文で

もあるものを関係文献として採用した。ただし，

1933（昭和8）年の改正図書館令公布後頻繁に見

られるようになった“読書指導”および，“読書指

導機関”に関する記事は対象外とした。当時の読

書指導は“皇国史観二基ク思想錬成ヲ施シ我国教

的援助という考え方とはその性質を異にしている

と考えられるからである。

　文献数の時系列による増減の調査ではその時代

の表層部分を検討したに過ぎない。レファレン

ス・ワークの導入発展に至る図書館サービスにつ

いて内容面での変化を見るためには，個々の文献

内容を詳細に検討することが必要である。そこ

で，先に調べた『図書館雑誌』の記事の内容を調

査するとともに，他の戦前期に発行された図書館

専門誌，図書館学関連の単行書などからも文献を

収集した。さらに，レファレンス・ワークの実践

については戦後発行された各種図書館の館報，年

報，年史などにも紹介されていると考え，それら

については年代を限定せず調査の対象とした。戦

後刊行された文献については，『雑誌記事索引』，

戦前は『図書館学及書誌学関係文献合同目録　昭

和10年現在』，『図書館学文献目録』，『匿研究総

索引，第1－16巻』，から収集した。以上，収集し

た文献を，千船において設定する段階に基づいて

区分し内容を検討した。

D．レファレンス関連文献の類別

　レファレンス・ワークの導入の過程を調査する

ために，まず『図書館雑誌』に現れるレファレン

ス・ワークに関する記事の数を調査する。その

際，記事を四つに類別して数えることとした。な

ぜならば，新しい事物，概念の導入は通常，段階

を踏んで行われるものであり，レファレンス・

ワークが日本にとって新しく導入される概念であ

る以上，同じように段階を設定し考察することに

より，導入の過程が整理され，把握しやすくなる

と考えられるからである。ここでは仮に，その枠

組みを，以下の四つに類別することとした。

o
＠

＠

＠

米国の状況の紹介

必要性の主張

理論の展開

レファレンス・ワークの実践11）

5
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　以上の4段階の関連を模式的に説明すると次

のようになる。まず①導入の対象となる外国の新

しいサービスの実状に接した先人による紹介がな

された。次に②そのサービスが我が国の図書館に

とって必要であり，重要であると考えられるよう

になった。そこで，③レファレンス・ワークを導

入する為に，理論上・実践上の検討が行われるよ

うになった。やがて，④いくつかの図書館におい

てサービスの実践を始めるようになった。このよ

うな仮説的な歴史的展開を基に類別を行った。

　①は，導入の最も初期の段階で，海外，主に米

国でのレファレンス・ワークの模様を紹介した文

献が該当する。この際，初期に現れる文献が，そ

のまま，レファレンス・ワークの要件を全て満た

しているとは考えにくいため，海外の人的援助に

関する記述があれば，その文献の主題にこだわる

ことなく，採用する。

　②は，レファレンス・ワークの必要性を認識

し，サービスの重要性を主張する文献がこれにあ

たる。①と同様，導入初期については，レファレ

ンス・ワークのとらえ方に混乱があったと考えら

れることから，認識に誤りのあるものでも，人的

援助の必要性を主張しているものであれば，当段

階の範囲とした。

　③は，レファレンス・ワークに関する概念や理

論を展開したものである。レファレンス・ワーク

とは何であるか，どう在るべきかを追求する，も

しくは定義を行うなど理論を展開するものである

たあ，①，②とは違い，少なくとも著者なりにレ

ファレンス・ワークを人的援助に関する図書館業

務として認識する必要がある。③が①と異なるの

は，我が国で行われるべき業務であるとの認識を

もち，我が国独自の理論を発展させようとする姿

勢がある点であり，このことによって，未だ実現

していなくとも，導入への道筋を示す証拠の一つ

となると考えられる。

　④は我が国の図書館で行われた実務の活動に関

する記述である。実務が行われることで，導入の

サイクルが一一応の完結を見ることになる。ただ

し，どの程度本格的に導入しているかという点に

ついては，まちまちであるし，文献からでは判断

のつきにくいものも多いため，文献で多少とも

サービスが報告されていれば，例え試験的に導入

されたように思われるものでも，この範囲に含め

た。発展は通常，①から④の順に起こると仮定し

ているが，実際に仮定どおりになっていない場合

でも，その状況を検討することで，レファレン

ス・ワークの我が国における発展の特徴が得られ

ると考える。

　さらに，具体的な発展の状況を詳しく知るため

に，①から④の各カテゴリごとに，文献の具体的

な内容を分析することで，各カテゴリ内での発展

の変遷を個別に検討する。

　以上の検討を踏まえて，最後に，戦前における

レファレンス・ワークの発展の経緯とその程度を

考察する。

II．レファレンス・ワークの導入

A．概観

　前章C節において説明したように，『図書館雑

誌』創刊号から，戦争の影響を受け，休刊になる

1944（昭和19）年7・8月号までに現れたレファ

レンス・ワーク関連文献を採集した。これを，前

章D節で設定した①～④に当てはめ，第1表の

ように年別表を作成した。これにより，レファレ

ンス・ワーク関連文献数の推移を明らかにした。

レファレンス・ワークに対する関心は，関係文献

の多さに比例すると考えられるからである。

　その結果，採取した文献数の総数は85であり，

分類別の合計は

　　O　28

　　＠　28

　　＠　8

　　＠　21

となった。③の文献数のみ極端に少なくなってい

るが，これはレファレンス・ワークに関する理論

として成立している文献のみを採用したたあであ

る。

　第1表を概観する限り，全体的にも，分類別に

見ても，年代が下るにつれて文献数が増える傾向

はみられない。また，各分類の出現の順序および

数量も，例えば，②が登場したことにより，①が

6



Library　and　Information　Science　No．44　2000

第1表 『図書館雑誌』に見られるレファレンス・
ワーク関係文献の年別発表数

年 ① ② ③ ④

明治40（1907） 1

明治41 3 1

明治42 1 1

明治43 2 1

明治44 1 1

明治45 2 1 2

大正2（1913） 1 1

大正3 4 1 1

大正4 2 2 1

大正5
小計 15 9 ◎ 6

大正6 1 1 1 1

大正7 1

大正8 1

大正9 1 1

大正10 3 1

大正11

大正12
大正13 1 1 2

大正14
大正15 3 1

小計 3 9 2 6

昭和2（1927） 1 1 2

昭和3 1 1 1

昭和4 2 1

昭和5 1 2

昭和6
昭和7 1 1

昭和8
昭和9 2 1 1

昭和10 1 1

昭和11
小計 6 7 3 ’5

昭和12 1 1 1

昭和13 1

昭和14 1 2

昭和15 2 2

昭和16 1

昭和17 2

昭和18
昭和19
小計 4 s 3 4

合計 28 28 8 21

注①アメリカの状況の紹介
　　②　必要性の主張

　　③　理論の展開

　　④レファレンス・ワークの実践

7

減る，逆に，④が現れたことによって，②がなく

なる，といった関連は一切見られなかった。

　次に，実際に各分類が文献にあらわれる順序

は，①→②→④→③となっている。③の「理論の

展開」と④の「レファレンス・ワークの実践」が

逆転しているほかは，まず，海外の状況の紹介か

ら，必要性を認識し，実行に移していくという流

れをたどっていると言える。

　③の「理論の展開」が，④のレファレンス・

ワークの実践より後に来たことに関しては，理論

の研究は，経験に基づかなければできないもので

あり，海外からの伝聞だけでなく，日本における

実際の実務の経験も必要であったためと考えられ

る。

　次に，『図書館雑誌」を中心に，他の文献も参照

しながら，次節以下で，①から④のそれぞれごと

に，レファレンス・ワークの状況をたどる。この

部分はすでに北原の詳細な論考があるため，ここ

では，彼に依拠して論述を進め，著者の考察を適

宜加えることにする。今回新たに用いた文献も若

干あるが，北原論文との区別を個々に行うこと

は，煩珀に過ぎるので，末尾の注・引用文献にお

いて両者を区別することにした12）。

B．米国の状況の紹介

　1876（明治9）年，米国に留学中であった目賀

田種太郎は『監督雑報』第12号において，米国の

図書館事情を報告した。目賀田は，ハーバード大

学図書館での人的援助の様子を紹介している。13）

［p．10］この文献に関し北原は，この時期に“単な

る建物等の紹介に終わらせなかったという点は，

大いに注目されるべきであろう”2）［p．29－30］と

評価している。北原はこの目賀田の報告を最初に

紹介しているが，今回の調査においてもこれ以前

の人的援助に対する報告を発見することができな

かった。

　1902（明治35）年，湯浅吉郎は米国留学中の経

験を基に講演を行った。これは，『東壁」第4号に

“エール大学の図書館にっきで’14）として掲載さ

れている。ここでは，新聞雑誌閲覧所で働く老人

を“活ける目録”と紹介している点を北原は評価
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第2表　アメリカの状況の紹介

明治9 目賀田種太郎　“書籍館ノ事”
（1876）

明治35 湯浅吉郎　　　“エール大學の圖書館にっ
（1902） きて”

明治40 “圖書館管理上の一一頂針”

（1907）

明治41 “圖書館に使用せる婦人”

（1908） 太田為三郎　　“圖書館論纂”

大正2 “心意出納係の心得”

（1913）

大正3 ●和田萬吉　　“圖書館の古今及び米國圖
（1914） 書館の爽達並に現況”

●田中一貞　　“欧米視察談”

●守屋恒三郎　“米国に触る市政参考艶書
館”

大正4 ●渡邊徳太郎　“内外閲覧状況比較’
（1915）

大正5 ●“新聞社圖書館”

（1916）

大正9 佐野友三郎　　『米國回書館事情』
（1920）

昭和15 ●河合博　　　“薬圃回書館雑感”
（1940）

●は，今回新たに著者が使用したものである。

し，さらにこの人的援助が“個人的に行われたも

のである”2）［P．30］点についても指摘している。

新聞雑誌閲覧所が素謡であったかどうかは定かで

はなく，出納事務の延長ともとれるが，人的援助

を行っていることは確かである。続いて，リノニ

ヤン図書館でのサービスについて“館長が一人で

やっておる。（中略）図書の所在を問へば帳簿を記

しながら教える手際はえらいものである”14）［p．

3］と人的援助の模様を報告した。リノニヤン図書

館では，図書を開架していることから，出納業務

の延長としてではなく，実質的にはレファレン

ス・ワークと同じ業務について紹介していると考

えられる。しかし，どちらの記述にも，レファレ

ンス・ワークという業務の一環であるという記述

がないことから，極めて個人的な行為であったと

推察できる。

　『図書館雑誌』第1号（1907年）には，“米国

ニューベッドフォード発刊のスタンダード雑誌中

に見えたる一寄書の抄録”15）である“図書館管理

上の一葦針”15）が掲載されている。そこでは，図

書館に望むべき事として，まず図書の安全を挙

げ，その次に大切なこととして“館内の図書を熟

知せる館員（少くとも2名）ありて，観劇者の質

疑に応じ，図書選択に助力せしむる事なり”15）

と，図書館員による来館者に対する人的援助を紹

介した。利用者を限っているが，“少くとも2名”

と注記する点から，その特別な職務の必要性を認

識している点は評価できる。

　『図書館雑誌』3号，「海外彙報」中で，“図書館

に使用せる婦人”16）において女性が多様な業務に

従事し好評を博している旨の報告があり，そのな

かで“図書のことに精通し居りて調物の相談相手

に適し得る”16）と，人的援助の模様も伝えられて

いる。

　1908（明治41）年，太田為三郎は“図書館論

纂”17）中で，エール大学図書館書目説明掛ケオフ

の論文を翻訳紹介し，北原も指摘するように“レ

フェレンス・ライブラリアンの職務は閲覧人に貸

して有益有力なる助言助力を與ふのであるが（中

略）其材料の受入，整理及記入に就ては，勢他の

掛員の力を籍らざるを得ない”17）［p．8］とした上

で，重要なことはレフェレンス・ライブラリアン

と書目掛とが協力することであるとした。

　さらに，1913（大正2）年には「海外彙報」に，

その前年のPπ∂傭舵7s既θ肋に掲載された“図

書出納掛の心得”18）が紹介されている。この記事

は，書店の販売係の心得に修正を加え，図書館員

に対する訓言としたもので，利用者に満足を促す

ようにという図書館職員の心がまえを説いてお

り18）［P．52］，レファレンス・ワークとは限定して

いないが，利用者のために人的援助が不可欠であ

るという認識を，紹介している。海外業務として

レファレンス・ワークを行う専任の職員の存在を

初あて紹介した点が注目に値する。

　和田万吉は1914（大正3）年に“図書館の古今

及び米国図書館の発達並に現況”19）を著わし，書

架の自由接架について述べた中で，“日本の図書

館などと違って，参考掛と名づける掛員が居て

8
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種々の質問に応じてくれる。”19）［p．19］と述べた。

具体的な業務の内容を知らせるでもなく，レファ

レンス・ワークの存在を紹介したに過ぎないが，

参考掛という記述から，組織の中で確立した業務

として認知されていた様子が伺える。

　この他，田中一貞の“欧米視察談”（『図書館雑

誌」21号）は“館内を独りで視察して居ますと，

英米などでは館員は丁寧に何か御用はありませぬ

かと尋ねます”20）［p．23］と記し，また守屋恒三郎

の　“米国に剰る市政参考図書館”（『図書館雑誌』

22号）は“甚だ多くの質問者に対してたとへ些細

な事項といえども，丁寧親切に回答している”21），

渡邊徳太郎は“内外閲覧状況比較”で“図書上側

に於てもあらゆる方法を尽し，閲覧者の利便を計

り居ること”22）［p．32］，と記すなど，米国の図書

館員が親切であり，積極的に利用者を援助してい

る旨の報告を行っている。一概にレファレンス・

ワークとは呼べないが，いずれも人的援助を紹介

したものではある。利用者の質問に応じるために

特別の「係」を設け，援助を行うというレファレ

ンス・ワークを紹介する文献がある一方で，相変

わらずこうした漠然とした人的援助の紹介がなさ

れていることは興味深い。

　前節で数の上での明確な変化はないと述べた

が，第1表から見て取れるように，この明治末か

ら大正初期にかけてが，人的援助に対する紹介が

最も盛んになされた時期であると言える。

　1916（大正5）年の『図書館雑誌』26号の「海

外彙報」では，専門図書館と言うべき“インヂヤ

ナポリスニュース社の図書館”23）の調査部を紹介

した。そこでは，

　（1）記者の要求する参考物は何物たりと

も即時に供給し得られること。

　（2）所要の人物譲る題目の研究に資する

適宜なる材料を供給し得ること。

　（3）僅少の時間にて時事問題となれる人

物，場所などの写真カットなどを供給し得る

こと等なり。23＞

とレファレンス・ワークを越え，今日でいうイン

フォメーション・サービスの様子を記している。

とりあげた対象が企業の図書館と特殊ではある

が，海外の記事でレファレンス・ワークに焦点を

あててその内容まで紹介したのは初あてであっ
た。24）

　佐野友三郎は1915（大正4）年から約2年間の

米国視察の成果を『米国図書館事情』25）にまとあ

た。その中の，“第3編第3章図書の出納”で

“図書館の参考的任務”を三つあげている。北原は

この任務の“第二の任務一事実を求むる営めの書

籍を知るにあり一と第三の任務一事実其の物を求

むるに在り一”をレファレンス・ワークとして認

識している。2）［P．39］

　この「参考的任務」という名称について北原は

佐野が同論文でlegislative　reference　workを立

法参考作業としていることから“何かの訳語に相

当するものかどうかということについては，不明

である。”2）［P．39］とのべているが，その具体的

サービスの内容から実質的にはレファレンスにつ

いて述べているものであり，前出の和田19）など，

この時期すでに，レファレンスを「参考」と呼ぶ

ようになっていたと考えられる。通常，1924（大

正13）年に今沢慈海の発表した“参考図書の使用

法及び図書館に於ける参考事務”26）で初あて，レ

ファレンス・ワークの訳語として参考事務を与え

たとされている27）［p．79］が，レファレンスに対

しての「参考」という語はそれ以前にすでに用い

られていたことがわかる。

　この後とりあげる文献は，約15年の空白があ

る。これは，その間あらわれた文献が，それ以前

の文献と同じような紹介や主張の繰り返しであ

り，あるいは，海外の状況を紹介している中で，

ほんの一言，“人的援助を行っている”と紹介して

いるに過ぎない文献のみであるからである。

　1940（昭和15）年に河合博は“米国図書館雑

感”28）を連載し，その2回目で，東部カレヂ図書

館員協議会に於て午前の部の座長をしたヘンクル

氏（Herman　H．　Henkle）が開会の辞のなかで述べ

た，米国のライブラリアンシップの三つの様相を

紹介した。それによると，ライブラリアンシップ

第3期にあたる近年は“読者の問題に重きを置く

9
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傾向”であり，その具体例として，　　　　　　　　　　　　　　第3表

　　我が国では未だ広く知られて居らぬ新しい試

　　みとしてリサーチ・ライブラリアンの制度が

　　ある。之は在来存在するリファレンス・ライ

　　ブラリアンとは違ひ，更に高程度の仕事をす

　　るのであって，丁度自然科学者が実験：の際助

　　手を使って労力と時間を節約するやうに図書

　　館を利用して研究する学者の為に館の蔵書や

　　一般的調査資料に精通して居るリサーチ・ラ

　　イブラリアンをして資料探がしの手伝ひを成

　　さしめようとするものである。28）［p．241］

と，米国でカーネギー財団の援助により試みられ

ていた研究調査制度について具体的に紹介してい

る。また”在来存在するリファレンス・ライブラ

リアンとは違い”28）［p．241］と，レファレンス・

ワークについての知識を前提とした上でリサーチ

サービスの様子を紹介していることから，レファ

レンス・ワークは既にある程度認知されたものと

して扱っている状況であったと推察される。この

ことと，この文献以前の15年の空白期は，停滞

期というよりも，ある程度認知されっっあったた

あ，詳しく紹介する必要性がなかったからと考え

られるのである。

C．必要性の主張

　1900（明治33）年，田中稲城は米英での留学の

成果を『図書館管理法』29）として発表した。ここ

で田中は，参考書の利用を促す立場から，人的援

助の必要性を述べた。これに関し北原は“単に出

納が手軽にできるからという理由で，参考図書，

書誌・索引類を出納台の近くに並べておくのでは

なく，それらの利用に際しては，そこにいる図書

館員によって何らかの人的援助がなされなければ

ならない”とまとあ，“事務ノ都合ノ許ス限り”と

いう制限はあるにせよ，明治30年代詠あの帝国

図書館館長の意見と言う点を評価している。2）［p．

3　2］

　坂本四方太がその10年後，“図書館の急務”30）

で日本の人的援助の現状を“親切に閲覧者に助言

必要性の主張

明治33
i1900）

田中稲城　　『極書単管理法』

明治43
i1910）

坂本四方太　“圖書館の急務”

明治45
i1912）

太田為三郎　“圖書館は一の螢業なり”

大正2
i1913）

徳川頼倫　　崩書館大会での演説

大正3
i1914）

澤柳政太郎　“圖書館の教育的任務に就

@　　　　て”

大正8
i1919）

平沼淑郎　　“二二趣味と二二館”

大正9
i1920）

二二慈海　　“公共圖書館使命と其達成”

大正10
i1921）

和田萬吉　　“公衆本位の医書館に就い

@　　　　て”

大正11
i1922）

●“雲脚館をして社会教育の中

@心たらしむるに適切なる方
@法如何”

大正14
i1925）

●今澤慈海　“圖書館員の教養とその使

@　　　　命”

昭和9
i1934）

　　　　　“二言館社會教育に関する諸

@　　　　提案”
恪ｲ中茂　　“参考係（専任）の拡充，設

@　　　　置は中央二二館目下の緊急
@　　　　要事”

昭和14
i1939）

●毛利宮彦　‘精神昂揚と圖書館”

昭和16
i1941）

太田榮太郎　“二三館と調査部”

　●は，今回新たに著者が使用したものである。

を与へておるところといっては，唯一の帝国図書

館を差措いては，他に余り類例を発見せぬ。”30）

［p．2］と評したのは北原も指摘するところである

が，

　　図書館をして完全なる教育機関ならしあよう

　　と思ふならば，現在の制度では到底満足が出

　　来ぬ。どうしても閲覧者を教導する役員を別

　　に置かねばならぬ。此役員になる人は，小図

　　書館にあっては館長自身，大図書館にあって
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は専任の教導係或は案内係が閲覧室に出張っ

ていて，閲覧者指導の任に当たらねばなら
ぬ30）［P．1］

と閲覧者を教導する職員の必要性を説いた。その

指導係については“此の方面について専ら意を注

いで貰ひたい”30）［p．3］と専任の必要性を初あて

指摘し，蔵書や設備は粗末でも構わないから，何

よりも適切な指導係を置くべきであると強く主張

したことは最初期の必要性の主張としては意義が

ある。しかし図書館を完全な教育機関と見ている

面など，現在とは考え方の異なる部分があり，ま

た，教導する内容も“目録の引方位は親切に教へ

る役員は置きたい”30）［p．3］と，質問回答より利

用指導を中心にとらえていたと考えられる。

　太田為三郎は1912（明治45）年，“図書館は一

の営業なり”31）と図書館員を店員になぞらえ，そ

のサービスの必要性を説いた。その中で，“図書館

のことに通暁して居る掛員がいて親切に相談相手

なり指導して呉れる時は，忽ちの内に用事が判

じ，公衆の便利はいふ迄もなく”31）［p．50］とその

効果をのべ，米国では図書指導掛（レファレン

ス・ライブラリアンとルビ）をおいていると紹介

した後，日本においても，書庫開放が出来ないな

らば，せめて図書指導掛を置くようにすべきであ

る31）［p．50］と述べた。書庫開放に主眼を置いて

いる点，また“館にとっても無益に図書の出納を

しないで済むので大いに手遣を省くことができ

る”31）［p．50］と，出納事務を行う職員の合理性の

観点にたっていることから，レファレンス・ワー

クを十分に認識したうえでの，必要性の主張とは

いい難い。

　北原は，日本図書館協会の総裁であった徳川頼

倫による第8回全国図書館大会の演説32）（1913

（大正2）年）を紹介している。2）［p．40］この演説

で述べられている内容は，レファレンス・ワーク

のことであるが，具体例の例示に留まり，当時レ

ファレンス・ワークという概念が認識されていな

かった事がうかがえる。このことから，当時の必

要性の主張とは，海外での伝聞，および，実際に

日本の図書館を利用した場合の使いにくさなどか

ら生まれ出たものであると推察できる。

　1914（大正3）年には澤柳政太郎が，“図書館の

教育的任務について”33）という講演を行い，図書

館員と利用者の間の密接な関係の必要性を強調し

た。ここで説明された援助の方法はレファレン

ス・ワークといえるものである。ただし，北原も

指摘するとおり，2）［p．40］澤柳本人がこの援助の

必要性は認あているものの，人的援助があくまで

も，個人の知識や経験によってなされると認識し

ており，組織的でなく個人的な援助としてとらえ

ているところがレファレンス・ワークとは言い難

い部分を残している。

　1919（大正8）年には，早稲田大学総長であっ

た平沼淑郎が図書館大会での講演において，“す

べての圖書館には必ずレフェレンス・ライブラリ

アンを要する，閲覧者が取調の要目を予あ定あ

て，さうして，レフェレンス・ライブラリアンに

訊ねると，それは何々の書物を見ればよろしいと

云ふことを示してくれる，かやうな館員は数名，

イや十数名は備へるようにしたい”34）［p．43］と，

レファレンス職員を配置する必要性について言及

している。図書館大会での講演であり，社交辞令

的側面も否めないが，洋書部顧問，及び図書館長

事務取扱として図書館に携った経験から，当時ま

だ浸透していなかったレファレンスライブラリア

ンについての必要性を認あた点は注目できる。

　1920（大正9年），今沢慈海は，“公共図書館の

使命とその達成”35）の方法のひとつとして，“図

書の案内，参考調査の指導を為すこと。”をあげ

た。北原はこれをもって，今沢のいた東京市立日

比谷図書館では“理論面でも，実践面でも，本格

的なレファレンス・ワークを実施できる素地が整

えられていった”2）［P．43］と評価している。

　和田万吉は図書館研究会での講演で，

公衆を本位とする図書館にては更に閲覧室の

一隅又は別室を設けてInformation　deskな

るものを備え此処に其々に古来より収容せら

れたる蔵書に就き最も深き知識を有する者を

置き，読者の質問に応ず，（中略）此人をIn－

formation　Librarian又は，　Reference　Li一
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戦前におけるレファレンス・ワークの導入

brarianと称し米国に於ては益々盛んになら

んとす。我国図書館の現状は此Reference

Librarianほとんど無けれど目録編製の歴史

古くなき我国に於ては殊に，此係の必要を感

ずるなり。36）

と述べた。また，“始て其館に来る者の如きは，求

むる処の書が如何なる部門如何なる処に有りや否

や知らざる者あり，かかる場合此deskに来りて

係に尋ぬれば先曽池に某書を読み次に軍書を読む

事適当なる平し云々と丁寧懇切に教ふるなり”36）

とも述べていることから，レファレンス・ワーク

と読書相談を混同して捉えているといえるが，利

用者への人的援助を専門に行う職員の存在を紹介

し，その必要性を説いている点で注目に値する。

　1925（大正14）年，今沢は，図書館員の仕事の

一つに“登館者に対する奉仕”をあげた上で，“図

書館員の教養とその使命”37）の中で，“図書館員

とは図書を利用する多数の人々一これらの人々の

ために図書館は存在する一に奉仕するのを職業と

する”37）［p．3－4］と述べた。直接的にレファレン

ス・ワークの必要性を述べているわけではない

が，図書館の業務を奉仕ととらえたことから，従

来の必要性の主張が和田などの例外を除けば，し

ばしば図書館業務の円滑化のたあに唱えられたの

に対し，利用者中心であることを訴えたこととし

て評価される。

　さらに，1934（昭和9）年の『図書館雑誌』に

おいては，“図書館社会教育に関する諸提案”38）

が3次にわたって掲載されたが，その第1回目に

おいて，田村盛一が“希望者ヲ待ッテ之ヲ利用セ

シムルニ止マラ戯進ンデ利用ヲ奨励スルコ
ト”38）［p．133］とし，図書館社会教育の範囲に属

すべき事業の種類の中に，参考相談事務を加えて

いる。第2次の諸提案においても，田村は“閲覧

指導を出納所参考相談所でする”39）［P．65］と主張

しており，かなりの熱意を持っていたことが伺え

る。

　同年，佐中茂は，改正図書館令をうけ，それに

“参考事務の項目がない”40）ことを指摘し，さら

に実務について

我国で参考係の機能を十二分に発揮している

館は，帝国図書館，日比谷図書館，市立名古

屋図書館等であろう。大抵の図書館ではハッ

キリとこの係を設置しなくとも，何等かの方

法で参考係の一部を行っているものである

が，係員の設備は何一つなく，いはば余分の

仕事の感がするのが普通40）［p．142］

と評価し，理論については，“参考係の本質につい

ては本誌所蔵の左の諸論文を参考とされたい”と

今沢，小谷，波多野，毛利の文献の書誌事項を示

した上で，“参考係（専任）の拡充は緊急の要事で

ある”40）［p．143］と主張したのである。当時の実

務の様子は，各図書館の年史などでわかるよう

に，不十分遅点も残されているが，このように，

図書館界における現状を把握し，その不足点を指

摘した上で，必要性を主張したことは，十分評価

に値する。

　毛利宮彦は1939（昭和14）年に“精神昂揚と

図書館”41）という論文のなかで，実務での必要性

を訴えるのではなく，1921（大正10）年に開設さ

れた図書館講習所での講義内容について，“実務

上に必須であるはずの，参考事務法などという課

目は，創立以来一度もその課程表の上に見られた

ことはない”と指摘した上で，“百科事典その他の

参考資料の活用といふことは最も図書館的研究法

の基礎をなすものであって，かかる知識を一段読

者に会得せしあることが，図書館活動としての指

導方面に於ける，極あて重要な事でなければなら

ぬ。”41）［p．55］と，職員養成の面から其の必要性

を説いた。戦前，職員養成の際にレファレンス・

ワークが科目として必要であると指摘したのは，

この文献のみであり，レファレンス・ワークが職

員の養成上必要な科目と認識したことは，とりも

なおさず，図書館に欠くべからざる要素として認

知されはじめたという状況を端的に示していると

言えよう。

　1941（昭和16）年に太田栄太郎は“図書館と調

査部”42）の中で

今日でも近代的図書館は読書相談係，読書案
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内事という類の名称の下にいくぶん類似の仕

事はしているというものの，そのほとんど

が，機能からしてその場限りに近いことしか

やっていないのが現状ではあるまいか42）［p．

43　6］

と指摘し，また今日の図書館を取り巻く状況を

社会は，大図書館等に既に調査部が設置され

ているものと想定して居り，又，無いことを

知った人は切実にその設置を要望し地方公共

図書館の知人にはかっても痛切にその必要性

を認めていることによっても，最早これは理

論ではなく現実の問題として考えなければな

らない。登館した人，又紹介してきた人に対

して，図書館の大小により第一次資料を以て

してか或は第二次資料を以てしても無駄落胆

をせしあないのが本途（つまり調査部），であ

り今日迄所謂手薄い読書相談係，手狭な読書

案内係といふ程生やさしい機関では充分なる

仕事は出来難く，矢張り是非共調査部を設置

してその一翼としての読書相談部，読書案内

係でなくては真の活発な活動は望あない42）

［p．　436，　445］

と，伝聞や理論から導き出すのではなく，日本で

の幾つかの先例を得，それらのレファレンス・

ワークに対する実務経験を鑑みたうえで，必要性

を認識し，主張しているものであり，レファレン

ス・ワークに対する知識経験を得，理解した上

での肯定的な主張であることから，段階的にはむ

しろ，実務の最後に来る，確信の段階と言えるか

もしれない。

D．理論の展開

　ここで紹介する文献はすべて北原も指摘するも

のである。ここでは，発展過程の観点から捉え直

す。

　我が国で最初にレファレンス・ワークの定義が

述べられたのは，1916（大正5）年のことである。

米国の図書館学校への留学より帰国した毛利は，

第4表　理論の展開

大正6
i1917）

毛利宮彦　　“個人と公衆小書館”

大正13
i1924）

今澤慈海　　“参考圖書の使用法及び圖書

@　　　　　館に於ける参考事務”

大正15
i1926）

小谷誠一　　“玉書館に於ける参考事務”

昭和4
i1929）

波多野賢一　“臨書館に於ける参考事務”

昭和5
i1930）

毛利宮彦　　『内外参考図書の知識』

昭和12
i1937）

進昌三　　　“線画圖書館に於ける讃書案

@　　　　　内の實際”

昭和13
i1938）

田村盛一　　“二二納所ノ本質ト事務”

昭和14
i1939）

澁谷國忠　　“参考事務要論”

昭和15
i1940）

山下榮　　　“内学圖ニオケル雑誌利用

@　　　　法”

第11回全国図書館大会における講演の中で，ボ

ストイック（Arthur　Elmore　Bostwick）の説およ

び自分の経験をもとに，“レファレンス・ワーク”

について利用者のさまざまな質問に応じて図書館

員が図書を提供することと説明した43）。内容的に

レファレンス・ワークに該当するものであるが，

その説明は，定義というには具体的過ぎ，レファ

レンス・ワークを十分に述べているとは言い難

い。また“読者に対し従属的，補助的”43）［p．39］

であるべきとしており，これは当時の米国のレ

ファレンス・ワークに対する一般的な考えを踏襲

しているといえる。

　今沢慈海は，1924（大正13）年“参考図書の使

用法及び図書館に於ける参考事務”26）を表し，

Alice　Bertha　Kroeger，　lsadore　Gilbert　Mudge

の説をもとに，“図書館に於ける参考事務とは，閲

覧人の希望に応じて所要の図書を捜索供給し，彼

の研究調査に助力を与ふる”26）［p．3］こと，と定

義した。特筆すべきは，レファレンス・ワークに

初めて参考事務という訳語をあてたことである。

志智が，参考事務と出納事務との相違性が明らか
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戦前におけるレファレンス・ワークの導入

となっていない点から，“レファレンスの性格を

明らかにできていない”9）［P．38］と述べているよ

うに，このほかにも，利用目的を研究調査に限定

するなど，レファレンス・ワークの必要条件から

はずれている部分があるが，レファレンス・ワー

クを図書館の主要業務として認識している点で

は，Rothsteinのレファレンス・ワークの本質的

特徴の2番目を満たしていると考えられる。

　1926（大正15）年，小谷誠一は“図書館に於け

る参考事務”44）で，John　Cotton　Dana，　James

Duff　Brownの説を紹介したあと，小谷自身の解

釈として，“参考事務とは，文献となった凡ゆる材

料を：蒐集しこれを以て，公衆の要求に応答するこ

とを意味し，公衆の為のようつ調査所とも云ふべ

きものであると解せらる。”44）［P．6］とまとあた。

さらに初あて，参考事務を行う参考係の仕事の範

囲について言及した。

　一，消極的方針の下に置かれる参考係一自

分はこれを案内係と称したい。現在その図書

館に所蔵せられる材料をその整理保管の状態

に於て，係員の足と頭の活動により公衆の省

労に資し，その要望に応ずる資材とするもの

である。こうした参考係の仕事は

　（1）閲覧人の案内，

　（2）書面での問合せに応答すること（これ

を広義の案内事務と言ふ）と言った程度であ

る。

　二，積極的方針の下に置かれる参考係一自

分はこれを眞の意味で参考係又は調査係と称

したい。とし，さらに各図書館経営の方針に

より，（1）参考係主任として主席館員を任ず

る方針の場合，その仕事は，1広義の案内，

2図書館の広告，3参考図書の調査，4館務

の注視，応答カードの作製であり，この方針

の下では二人の専任者が必要である。（2）参

考係を一個の特設機関とする方針の場合，1

広義の案内，2図書館の広告，3一般的に収

集せらるる材料以外自ら調査蒐集する，4参

考材料となしうるものは自ら目録を作製保管

すること，5特殊の材料は自ら整理保管する

こと，6保管の材料について出納に任ずるこ

と44）［p．7－8］

と，活動の範囲を直接の援助のみならず，レファ

レンス・ツールの作成までも含んで広範囲にとら

えていることが注目されるが，積極的という点で

その仕事の範囲を本来レファレンス・ワークの範

囲ではない出納事務までに広げてしまっている点

で認識のずれが感じられる。

　波多野賢一は1929（昭和4）年に“図書館に於

ける参考事務”45）と題する研究発表の中で，参考

事務の実施方法について論じているが，波多野
は，

肝要な事は，如何なる場合でも，図書館に於

ける参考事務は，文献を通じての閲覧者に対

する案内であって，文献を離れては如何にそ

の係員が学殖識見があって，その卓見を閲覧

者に向って酒々と述べたとしましても，それ

は既に図書館の参考事務の何ものたるかを忘

れて居るものと見なさねばならないと思いま

す。45）［p．15］

と，述べた。志智は，文献を離れたサービスはレ

ファレンスではないという観念は，現在にも通用

するものであると評価しているが，9）［p．39］この

他にも，レファレンス・ワークについての限界に

ついて初めてふれ，その範囲の外にあるものの例

として，絵画骨董品の真偽の判定など，現在でも

通用する範囲を提示していることは注目に値しよ

う。更に，これはレファレンス・ワークの理論と

は多少ずれるが，実務を行う際，しばしば利用者

の要求がそのまま質問の形ではあらわれないこと

を指摘し，参考係は利用者の潜在的要求に気づく

必要があることを指摘し，実際にその方法論を述

べていることは特筆すべきであろう。

　1916（大正5）年初めてレファレンス・ワーク

の定義を行った毛利は北原の紹介する通り，

1930（昭和5）年に，BishopとDanaの考え方に

基づいてレファレンス・ワークの定義を行ってい

る。46）かっては，“館員が夫々適当と思わるる図
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書を提供し”43）［p．39］とそのサービスを資料の

提供に限定していたが，この中では，北原も指摘

するようにその範囲を大幅に広くとらえ館内の秩

序維持，目録の活用法の説明まで入れている。電

話による応答も行うなど，援助する対象を来館者

に限定せずとらえたことは，自己の中での理論の

発展があった様子が伺える。

　1937（昭和12）年，進昌三は“学校図書館に於

ける読書案内の実際’47）を表した。その内容に関

し特筆すべきものは見受けられないが，この論文

の中で，波多野，今沢，小谷，佐中，毛利らの文

献があらわれており，ここまでのレファレンス・

ワークに関する研究を取りまとあているという点

で興味深い。

　1938（昭和13）年には，田村盛一が『團研究』

に“y出納所ノ本質ト事務”48）という論文を連載

し，その中で，レファレンス・ワークについて，

読書相談事務という言葉を用いて，その業務の範

囲を“読書上，または，研究調査上の参考書に関

する相談について，解答するもの”48）［p．304－

305］と説明した。

　またレファレンス担当者については，“仕事ノ

性質上出納係が受ケ持ツコトが最モ妥当”48）［p．

305］である，としている。これは，出納係と読書

相談事務を混同，もしくは兼務すべきと見ている

のではなく，閉切式が主であった戦前の図書館に

おいて，相談事務の仕事は，出納係の協力なしに

は“到底十分ノ効果ハ挙ゲ難イ”48）［p．305］と認

識したうえでの発言であり，両者の区別が認識直

なされていることは勿論のこと，読書相談の仕事

の内容を，図書館の蔵書全てを駆使すべきもので

あると感じていたことがわかる。田村は読書相談

にあたる係員にむけ，8項目の心掛けを示した。

志智は，この心掛けと，蔵書に精通すべきことを

“現在我々が考えていることとほとんど一一致する”

と評価した。

　また，利用者の目的が調査研究のみならず，読

書上のことも含め，一般の利用者に対するサービ

スを示唆していることも指摘できる。

　その翌年，渋谷国忠は『図書館雑誌』に“参考

事務要論”49）を発表した。北原の指摘するとお

り，渋谷は保守理論の影響を強くうけており2）［p．

22］，そのことは“参考事務の公衆へのサーヴィ

スはどこまでも助力乃至相談相手であって，公衆

の代りに研究調査をしてやることではない。”49）

［p．10］とする文面からも明らかである。志智も，

渋谷の理論は，その15年前に今沢が述べた定義

とほとんど変化が見られない9）［p．41］と述べて

いる通り，米国の図書館界では昭和14年つまり

1930年代には既にさらに広範囲のサービスが唱

えられるようになっていることを考えると，日本

の理論の展開の遅れを感じさせる。

　ただし，渋谷が，参考事務は“一人の人間の主

観に委ねて置くのは失敗や危険を伴う”49）［p．12］

として，“一貫した方針によって統制し，常に失敗

と成功の跡を調べてその方針を改良して行く必要

がある”49）［p．12］とサービスの質の安定化をはか

る観点から，組織の必要性を説いた点は評価でき

る。Rothsteinのいうレファレンス・サービスの

本質的特徴の3番目にあたり，現在でもその必要

性を認められているからである。

　1940（昭和15）年には，『圏研究』で山下栄に

よって“医学圏ニオケル雑誌利用法”50）が連載さ

れ，その一節の“医学團ニオケル参考事務”にお

いて，レファレンス・ワークを，“図書を通じて解

決をなし得る閲覧者への直接的サービス”50）とま

とあている。北原はこれを，第2次大戦前最後の

定義としている。医学図書館を主題としたもので

あり，前述までの，図書館一般，および公共図書

館を扱ったものと性質は異なるから，その目的を

研究調査に限定している点はむしろ当然のことと

して受け取られるが，利用者主体の見方が感じら

れない点において，レファレンス・ワークの本質

的特徴に対する認識の違いが感じられる。

　参考事務の実際としては，“（1）応答事務（2）案

内事務（3）書誌的事務に大別される”50）［p．29－

30］とし，現在では，別個のサービスとして認識

されている図書館間の相互貸借や，“質問者ノ調

査事項ガソノ館デ解決出来ヌ場合ハ適当ナ図書館

へ紹介ノ労ヲトル”50）［p．29－30］など，サービス

の範囲を全く自認の資料の提供に限らずにとら

え，保守理論を脱しっっあったと判断出来る。
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戦前におけるレファレンス・ワークの導入

E．レファレンス・ワークの実践

1．公共図書館

　以下で，実際にレファレンス・ワークを行った

と考えられる図書館について述べる。尚，公共図

書館については，図書館の館史を調査した結果，

実務が行われた形跡がなかった図書館を第5表

として列挙した。

a．東京市立日比谷図書館

　現在，戦前期に行われたレファレンス・ワーク

で最も多く取り上げられているのは，東京都立中

央図書館の前身，東京市立日比谷図書館である。

日比谷図書館の活動については，北原，稲村はも

とより，それ以前の主だったレファレンス・サー

ビス研究者の多くがその活動を認あているところ

である。

　1915（大正4）年3月，東京市立図書館は機構

改革を行い，明治から大正期にかけて設立された

20館程の市立図書館を統合して，日比谷図書館

を中心とする分館制度を布いた。51）そして，日比

谷図書館の館長には今沢が就任し，新たなサービ

スとして，“同盟貸出”と“図書館問合用箋”を導

入した。52）この時期の日比谷図書館のレファレン

ス・ワークの様子について，小谷は以下のように

報告している。

第5表

　各図書館の町史を調査した結果，実務の実践が確認
できなかった図書館を下記にあげる。（五十音順）

青森県立図書館
岩手県立図書館
鹿児島県立図書館
岐阜県立図書館
高知県立図書館
埼玉県立浦和図書館

佐賀県立図書館
千葉県立中央図書館
鳥取県立鳥取図書館

富山県立図書館

県立長崎図書館
県立長野図書館
奈良県立図書館
福島県立図書館
北海道三図書館
三重県立図書館
宮城県図書館
山梨県牛革書館
山形県立図書館

日比谷図書館では大正4年以来，参考図書の

問合せに応答せしむるたあ特に図書館調査係

を設けて，目録係員又は出納係員の中1名を

兼務させている。で，その事務は，

　1　書面又は電話をもって照会し来れる

　　　参考図書の応答

　2　閲覧人の案内

　3　問答用紙

等である。これ等応対の材料となるものは蔵

書及び雑誌，強いてこれに附加すれば係員の

頭とであり，特に係員が応答の材料を収集整

理する等の積極的活動をこなすにはこれ迄

到っていなかった。（中略）また同年5月以来

案内係として1人の専任係員を目録室に常

勤せしあるようにした。この係員は手控えの

小目録と応答カードを作っている。44）［P．8］

〈参考資料〉

第5表の調査に用いた資料を以下に示す。
青森県立図書館史編集委員会．青森県立図書館史．青
　森，1979，1083，32p．
青森県立図書館．青森県立図書館史年表　五十年記念．
　青森，1978，129P．
岩手県立図書館．岩手県の公共図書館前史　青柳文庫
　から県立図書館誕生まで．盛岡，1990，17p．
岩手県立図書館．岩手県立図書館のあゆみ．盛岡，
　1969，　90　p．

鹿児島県立図書館．鹿児島県立図書館史．鹿児島，
　1990，　245　p．

岐阜県図書館「岐阜県立図書館史」編集委員会．岐阜
　県立図書館史　創立前史より平成7年新館開館まで．
　岐阜，1996，237P．
高知県立図書館高知県立図書館100年の歩み．高知，
　1981，　190　p．

浦和図書館．埼玉県立浦和図書館50年誌．［浦和］，
　1972，　162　p．

佐賀県立図書館．佐賀県立図書館60年のあゆみ．佐
　賀，1973，326p．
千葉県立中央図書館創立三十周年記念事業実施委員会．
　千葉県立中央図書館三十年略史　大正13年一昭和30
　年．千葉，1956，128P．
鳥取図書館．鳥取県立鳥取図書館40年史．鳥取，
　1972，　146　p．

鳥取図書館．鳥取県立鳥取図書館二十年忌　開館二十
　周年記念．鳥取，1952，93p．
富山県立図書館二十年の歩み．富山，1960，48p．
富山県立図書館．富山県立図書館の50年．富山，
　1990，　152　p．

県立長崎図書館．県立長崎図書館70年頃．長崎，
　［1982］，　136　p．

長野図書館．県立長野図書館三十年史．長野，1959，
　592　p．

県立長野図書館．県立長野図書館五十年史．長野，
　1981，　615　p．

奈良県立図書館．奈良県立図書館小史．奈良，1977，
　56　p．

福島県立図書館．福島県立図書館30年史　新館舎落成
　記念．福島，1958，145p．
北海道立図書館．北海道立図書館40年史．江別，
　1967，　233　p．

北海道立図書館．北海道立図書館50年史．江別，
　1977，　360　p．

三重県立図書館．三重県立図書館30年史．津，1967，
　233　p．

宮城県図書館．宮城県図書館百年史1881～1981．仙
　台，1984，181P．
山梨県立図書館．山梨県立図書館50年のあゆみ1980．
　甲府，1980，71P．
山形県立図書館五十年のあゆみ．山形，1962，22p．
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上記の事務の3問答用紙は，おそらく“図書問合

用箋”であると思われる。“わざわざ御出になった

にも拘わらず参考書がない場合，又はあっても不

適当な場合”52）来てしまった利用者に失望させな

いようにと，問合者の住所，職業，姓名欄のほか

に研究事項を記入し，問い合わせれば，主題図書

を検索し所蔵を回答するというものであり，相当

の利用者があったようである。

　1923年の関東大震災のおりには，諸官庁が焼

失したための臨時措置として特別調査室を設けた

例も今沢により報告されており，その後段で今沢

は平常時の質問と，回答例をいくつか挙げてい

る53）が，その内容は，レファレンス・ワークと完

全に一致している。1923（大正12）年から1924

（大正13）年の様子を小谷は『図書館雑誌」にお

いて報告しているが，まとあると次のようにな

る。

日比谷図書館は参考を調査係の分掌に委ね，

現在調査係員として事務員1人を配置して

いる。

その事務は1．参考図書の調査，2．閲覧者の

案内，3．東京市立図書館閲覧統計に関する

件，4．講＝演会展覧会に関する件，5．貸出文

庫に関する件，6．来館者の応接，7．出納係

及び帯出係補助

であり，小谷自身，上記の1，2を参考事務として

とらえておりそれぞれに以下の説明を加えてい

る。

1．参考図書の調査

　公衆が書信又は電話によりて，来館して質

すべき，研究用・調査用の参考図書に関する

調査回答の事務

2．閲覧者の案内

　事務の関係上その案内方法は非常に消極的

なもので特に挙ぐべき何等の方法もとってい

ない54）

出納業務閲覧案内と切り離せない点があり，“参

考事務は，係員の経験と知識に依頼している”と

も述べられるように，組織的とは言い難い面も残

しているが，1915（大正4）年から1924（大正

13）年にかけて，そのサービス内容は明らかに成

長しており，当時としては十分にレファレンス・

ワークと呼べよう。

b．京都府立図書館

　京都府立図書館では，閲覧者が研究する事項に

対し，急速に参考書もしくは方針を指示できるよ

う，「質疑応答規定」を設けた55）［p．74］という記

事が1916（大正5）年の『図書館雑誌』に報告さ

れた。北原の言うとおり，この「質疑応答規定」

はレファレンス・ワークに付随する規定として最

も古いものである。2）［p．43－44］「質疑応答規定」

の目的は，利用者の調査事項を援助することであ

り，これはレファレンス・ワークの本質をとらえ

ていると判断できる。このサービスは，ほとんど

形を変えずに，以後も継続して行われた56）［p．38］

ことからも，それなりの需要はあったと推定され

る。

c．神戸市立図書館

　神戸市立図書館では開館まもない時期から，

“司書自身は生きたるデスクリチーブカタログを

以て任じ，不案内なる閲覧人を導くと共に一般学

術に対する参考を示し，研究の顧問となり，一般

普通の閲覧人に対し調査のヒントを与ふる等一一切

の事項に対し閲覧人の温和懇篤なる相談役た

る”57）［p．54－55］と，経営の方針にレファレン

ス・ワークを取り入れていた。

　実際のレファレンス・ワーク発展の模様は，

『神戸市立図書館60年史」に詳しい。

　1924（大正13）年には図書相談票「希望のいろ

いろ」が設置され，これは後に読書相談票に名称

を変更するが，その内容は，

1

2

3

4

5

研究資料の調査希望

参考図書の有無問い合わせ

備付を希望せる図書

幾度請求しても借出せない図書の調査

その他図書に対する希望相談

以上の5項目があげられていた。当時は，係は設

けず，その場で知識のあるものが対応していた。
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さらに，相談票の利用度が増し，その内容も高度

化したことで，質問処理体制が必要となり，1927

（昭和2）年に館外貸出との兼任であるが，相談係

（2名）が設置された。1932（昭和7）年度の神戸

市立図書館概要では，“目録検索の案内，各種研究

事項に対する参考図書の選択，閲覧者より図書館

に備付を希望する図書の注文受付又は借出予約，

図書閲覧に関する一切の件を口頭または通信によ

り回答応接をなす”と報告しており，1934（昭和

9年）には電話によるレファレンスも開始し，

1940（昭和15）年には専任職員1名も配置され，

実際の直接的援助のみならず，レファレンス・

ツールの作成にも力を入れていた。しかし戦争に

より，1942（昭和17）年，専任の係員の補充が途

絶えてより，サービスの姿勢は消極的にならざる

を得なくなった。58）［p．96－100］

　神戸市立図書館については，戦前期の段階で，

専任の係をもち，レファレンス・ワークを利用者

に援助を与えるたあの管理体制として図書館の組

織に組み込まれており，例外的に，極めて発達し

たレファレンス・ワークを行っていたと考えられ

る。

d．新潟県立新潟図書館

　1924（大正13）年，帝国図書館より館長として

赴任した村島靖雄が，帝国図書館での経験から，

読書相談部を新設し，館長の他1名がこれにあた

ることとなった。村島は，“読書相談部新設の弁”

の中で”読書相談部を設け諸君の読書に関する相

談に応ずることにした。直接図書館においで下さ

るか，電話又は往復葉書で照会下されば迅速に回

答することとなっているから，奮って相談部を利

用して下さい。”59）［P．27－28］と述べている。その

内容と，いつまで継続されたかなどは不明である

が，新設の弁の通りに事が行われたならば，レ

ファレンス・ワークと呼べ，またそれ以上に，中

央（帝国図書館）から，サービスが広がりを見せ

っっあった一つの証拠となるであろう。

e．市立名古屋図書館

　市立名古屋図書館では，1925（大正14）年よ

り，兼任で読書相談係が設置され，そのサービス

の統計が，1928（昭和3）年の『図書館雑誌』で

報告されている。60）その結果，開設以来，調査の

件数は6746件あり，年々増加している結果で

あった。調査質問の例として，“全国玩具商の名簿

はないか”“大津事件に関する資料はあるか”60）

［p．300－301］などレファレンス・ワークに相当

する質問が多数寄せられていたことが分かる。

f，大阪市立図書館

　大阪市立図書館では1926（大正15）年より，

図書出納書で読書相談に応じていた。61）口頭およ

び，問答板を用いて回答を行っていたようであ

る。その内容については，”利用者が調査している

ことがら，図書・目録に関する事項，特定主題に

ついての資料紹介，所蔵の有無や読書相談．．．”61）

［p．28］などであり，現在の利用案内や読書指導

からレファレンス・ワークにいたるまで幅広い

サービスが行われていたことが伺える。この読書

相談は1930（昭和5）年より家庭相談と改称し

た。寒暑などで利用者に広く利用を呼びかけてい

ることから相当力を入れて臨んでいたことがわか

る。図書出納所で行われたものであることから，

専任の係や組織が存在したとは考えにくいが，

読書相談を行っていたころは，利用者の質問

を受け付けた司書が，自分の知識で回答する

ことが多く，図書資料に基づいて回答する例

は少なかった。そこで当時の館長は家庭相談

となった機会に，職員が自分の知識で回答す

るのでなく，図書資料に基づいた回答を行う

よう厳しく指導したという。61）［p．29］

ということから，相談にあたる職員に対し一定の

回答ルールが設けられていたことは組織的なレ

ファレンス・ワークとも言えるものであろう。

g．その他の図書館

　岡山県立図書館では，1924（大正13）年に岡山

県読書相談所を設置62）［p．17］し，石川県立図書

館では1928（昭和3）年より大閲覧室の一角に

コーナーを設け，午後1～4時の間，専任の司書

を配置するという方式で，読書相談係を設置し

た63）［p．17－18］。徳島県立図書館では1935（昭和

10）年ごろと推定されるが“読書相談部を設けて
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参考奉仕活動を行っていた”64）［p．14］と報告さ

れている。

　さらに秋田県立図書館では，

参考係などという名称のなかった昔から種種

の質問に対して応答して居ったのは当然であ

る。まだ組織立たなかった当時は，誰彼とな

く知るものが答えて居ったものであろうし，

勿論正式簿冊を備えた系統的なものでなかっ

たこともうなづける。本館に於ける簿冊とし

て保存されている最初のものは，大正10年

7月からの「質疑応答簿」で，あまり分厚い

ものではないが，法務官試験，専検受験，図

書の問い合わせなどについて回答したものが

多い。65）［P．108］

と，組織的でないが，レファレンス・ワークに該

当する人的援助を行っていた事が分かる。

　以上，公共図書館における，レファレンス・

ワークの実務を概観したが，様々な先行研究の述

べているように，大正初期に日比谷図書館におい

て，行われるようになったことは確かであるとい

える。さらに，京都，神戸，名古屋，大阪，岡山，

新潟などにおいて行われたことも明らかになっ

た。そしてそのサービスの内容もサービス開始の

当初には混乱もみられたようであるが，神戸の例

でも分かるように，独自の発達を遂げ1935（昭

和10）年代後半には，戦後のサービスと比べさほ

ど見劣りしない水準まで到達していた館もあった

ことが明らかになった。

　さらに公共図書館におけるサービスがおもに大

都市部でなされていた結果も興味深い。

2．大学図書館

a．帝国大学

　戦前の大学図書館のレファレンス・ワークにつ

いては，阪田蓉子が“わが国の大学図書館におけ

るレファレンス・サービスの発展’4）の中で述べ

ている。その他に新たに発見した文献を加えその

内容を検討する。

　阪田は，国立大学については，東京帝国大学図

書館が，1933（昭和8）年時点で例外的に，“案内

係をおき，学生を援助している”ことおよび，京

都帝国大学図書館が1944（昭和19）年には文献

調査掛がおかれレファレンス・ワークを行ってい

たことを報告している。4）［p．107］

　なお，東京帝国大学図書館については，上記を

補足する資料として，1935（昭和10）年東京帝大

の司書官であった小野源蔵が『図書館雑誌』に東

京帝大のサービスの模様を報告しているものがあ

る。

高級な参考係が殊に私の方のような大学図書

館には必要と思いますが，さういうものも必

要であると同時に，もっと閲覧者にとって適

切卑近なる案内が痛切に必要であるというこ

とを感じます。（中略）しかし日本の実情は一・

般民衆の図書館に対する理解利用の方面が未

だ発達して居りませぬから，その日本のレベ

ルに相当な案内をやることが必要だと感じて

おりまして，そういう意味のいわば程度の低

い参考係，いわゆる案内係を置いておりま

す。最もそれは今の処私が直接之に当たっ

ており，不在の時は閲覧係が致して居りま

す。66）［p．268－269］

　小野は，参考係と案内面とを区別した上で，案

内係は，図書館に不慣れな者に対する利用指導な

どを行う程度の係であり，レファレンス・ワーク

の要件を満たすとは言い難いが，人的援助を行う

専任の職員がいたらしいことが伺える。また，新

たに，九州帝国大学図書館において人的援助が行

われていたことが分かった。

　1932（昭和7）年に九州帝国大学司書官の竹林

熊彦は『図書館雑誌』上で”予め一冊の帳簿を目

録室に常置し，閲覧者の質問及び要求に応答して

いる。”67）［p．85］と報告した。彼は，その同じ文献

中で“読書案内係は閲覧貸付係の兼務で十分”で

ある見解をのべ，又，その質問および要求から蔵

書構築に必要な情報が得られることを効果として

挙げている所から，結果としてレファレンス・

ワークと同じ行為を行ったこともあるであろう
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が，レファレンス・ワーク本来の利用者のたあの

直接的援二助と言う目的とは異なっていると考え

る。

b．私立大学

　私立大学について，阪田は立教大学と明治大学

についてその利用指導の可能性を指摘している。

立教大学については，確証は得られなかったとし

ている。

　しかし，明治大学については，1935（昭和10）

年5月一1936（昭和11）年3月の間に刊行され

た縞馬において，“諸種案内事項”としてレファレ

ンス・ワークの調査事例を掲載しており，案内，

調査サービスが行われていたと結論している。4）

［p．108］さらに，ここの図書館員であった進はそ

の著述の中で参考事務を指して“読書案内と言う

言葉を使ったのは明治大学図書館の慣例に従った

もので，もとより之は参考事務（Reference

Work）の意味であって，単なる読書案内（In－

quiry　or　Information　Work）の意味ではない”47）

［p．286］と述べていることから，十分その違いを

認識したうえで，サービスを行っていたと評価で

きる。しかし，明治大学が私大協の第2回会合

（1933（昭和8）年）において“図書館の利用指導

のために，特別な措置を講じているか”68）と質問

したことからも分かるように，そのサービスの目

的はあくまで利用指導であり，レファレンス・

ワークとの意識のずれを感じさせる。

　このように，大学図書館におけるレファレン

ス・ワークの実践はほとんどなされなかったとす

るのが正しいといえる。ほんの例外としてあらわ

れた，明治大学についても，館報に連載された期

間が1年であるなどサービスの発展をうかがわ

せる要素はなく，本格的なレファレンス・ワーク

が唯一行われたと考えられる京都帝大については

1944（昭和19）年と戦争の終わる直前に始めら

れたもので，当時の状況からは発展があったとは

考え難いからである。

3．帝国図書館

　帝国図書館におけるレファレンス・ワークは稲

村の“戦前期における参考事務のあゆみと帝国図

書館”3）に詳しく，今回の調査でもそれ以上の新

しい事実を発見することはできなかった。以下に

その稲村を要約するとともに，それを補強するい

くつかの文献とともに紹介する。

　帝国図書館において「人的援助」の痕跡が現れ

たのは1908（明治41）年のことであり，『帝国図

書館報』創刊号において，“始テ来館スル者ハ掛員

二其不詳細ヲ問合スベシ目録ハ数種類アリ室内二

其案内ヲ掲示シアレドモ不慣ノモノハ掛員二教示

ヲ乞フベシ。”69）と言う記述が見られる。またそ

れ以前より稲村も指摘するとおり，当時館長で

あった田中稲城が，図書館職員が利用者の研究調

査助力となるべき70）［p．116－119］と抱負を示し

ていたことからも，きわめて早い時期より，レ

ファレンス・ワークに関心を抱いていたことが明

らかである3）［p．3］。坂本が1912（明治45）年の

論文“図書館の急務”30）の中で“我が国の図書館

の現状はどうかと言うに，学識ある指導者を置い

て親切に閲覧者に助言を与へておるところといっ

ては，唯一の帝国図書館を差措いては，他に余り

類例を発見せぬ。”30）［P．2］といっていることから

も，何らかの親切心，あるいは，職務に対する責

任からのサービスを行っていたことは明らかであ

る。

　しかし，帝国図書館が，いわゆる親切心でなく，

図書館業務の一環としてレファレンス・ワークを

実施していたかどうかについては，はっきりせ

ず，わずかに，1924（大正13）年の『帝国図書館

年報』中で“一方読者指導ノ機関トシテモ相談部

ヲ設置シ普ク社会ノ要求二応ズルコトトナレ

リ”71）［P．321］と報告し，さらに1934（昭和9）

年には相談係の拡充が報告されている3）［p．7］に

過ぎない。

　昭和初期のレファレンス・ワークについては，

三宅が“昭和の初め頃上野の帝国図書館には出納

室の片隅に“読書相談”の看板をあげたコーナー

が設けられて専任の係員が読者の質問に答えてい

た”27）［p．79］と報告している。この時代，実際の

実務として何が行われていたかについて，稲村は

その「歴史の証言者」たちから聞き得たサービス

の模様をまとめている。それによると，司書2

一　20　一



Library　and　Information　Science　No．44　2000

名，係員1名が従事しており，複写係，“撮影すべ

き図版を探すことも「参考事務」の仕事であっ

た”3）［p．9］ということから，一部出納係も兼務し

ていたようである。また“参考台のわきに会社や

団体の名鑑類をならべて質問に応じていた”3）

［p．9］とあるところがら，ある程度のレファレン

ス・ツールを備えていたと考えられる。

　さらに，稲村は”われわれの手にできる帝国図

書館における参考事務の唯一の報告”として太田

が『図書館雑誌」に発表した“図書館と調査部”

をあげている。その中で，帝国図書館での文書質

問の体験から，質問事項を類型化し，それらに答

えるために必要な準備態勢を指摘した。そのうえ

で，調査部とは，「受入係→目録係→書庫係→閲覧

係→製本係」という縦の流れを有機的に結び付け

るものであると述べた。42）［p．445］このことにつ

いて，稲村が”図書館の相互協力，P．　R．などのい

わゆるLibrary　Extensionに及ぶべきこと”を説

いたものであると指摘するとおり，その理想とす

るところは，現在のインフォメーション・サービ

スと呼ぶべきものにも近いようである。

4．図書館講習所

　図書館員の養成は，東京帝大などいくつかの大

学，県立図書館に設けられた，図書館講座があっ

たものの，1921（大正10）年より帝国図書館内に

設けられた文部省図書館講習所がほとんど唯一の

図書館学校であったといえる。72）［p．291］

　稲村も指摘するところであるが，この図書館講

習所で，1941（昭和16）年の講習所規則改正によ

り新たに「図書館参考事務」が学科課程の一つと

して加えられることとなり，翌，1942（昭和17）

年の第22期生より講師に当時帝国図書館司書で

あった林繁三を迎え，講義が行われた。73）

　図書館講習所は太平洋戦争の影響を受け，本来

9ヵ月であった講習期間を短縮して行われ，昭和

19年の第24期で閉鎖されることとなった。

　しかし，短い期間ではあるが，図書館職員養成

所でこの講義がもたれたということは，レファレ

ンス・ワークが図書館の必要な要素と認識されっ

っあった証拠となるであろう。

　「図書館参考事務」の内容についてはまだ分

かっておらず，当時図書館が実務の面でレファレ

ンス・ワークをどのようにとらえていたかを知る

上で貴重な手掛かりであることから，その内容の

究明が課題として残されている。

III．考 察

　文献の内容を再検討した結果，数量調査では認

められなかったが，第1章D節で類別した①，②

が発展を見せる大正初期は，④で実務が行われる

ようになった時期と重なるなど実際に相互に影響

を受けていることが見て取れた。

A．戦前におけるレファレンス・ワーク発展

1．米国の状況の紹介

　米国で初めて人的援助が紹介されてからわずか

2年後に目賀田の報告13）がなされており，日本に

おいても，米国とさほど時をおかず，“人的援助”

が報告されていた事実に驚かされる。特に，目賀

田が，図書館における人的援助に対する知識も認

識もない状態で，そのサービスに注目したという

ことは，評価に値しよう。

　だが，その後30年以上もの間，目ぼしい報告

が見られないことから，米国における実践的な裏

付けとの違いを痛感せざるを得ない。続いて現れ

た湯浅においても，出納業務との混乱がみられ，

また明確なサービスの意識も感じられず，30年

を経ても発展した様子が見出せなかったことから

も，このことはうかがえよう。

　明治末期にはすでにレファレンス・ライブラリ

アンの存在に言及しているように17），レファレン

スという認識をもって紹介する文献が現れるよう

になったと言える。一方，田中等の文献に見られ

るように，依然として，“人的援助”に留まる文献

も散見されている。以上のことから，レファレン

ス・ワークに対する紹介が本格的になされるよう

になったのは，明治末期から大正期初頭であると

考えられる。

　この時期の目賀田，湯浅，太田など，本稿で取

り上げた文献の筆者の多くは，米国留学からの帰

朝者であることも当時の時世を反映するものであ
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ろう。彼らは実際に自分の目で実際に行われた

サービスを見た上でその模様を報告しているので

ある。それは，レファレンス・ワークという概念

を知るためにどうしても，実務の様子を知ること

が必要だったという証拠となるとともに，日本に

おいては従来見られない制度であったことの証拠

ともなろう。

　そして，大正期は北原2）［p．44－45］も示すよう

に，戦前期においてレファレンス・ワークが最も

発展をみた時期と言える。1916（大正5）年には，

企業図書館における調査部の模様が紹介され，佐

野は，その著述の中で章の一部を割き，レファレ

ンス・ワークとはどのような業務であるかを紹介

している。

2．必要性の主張

　レファレンス・ワークの必要性を唱える記事も

その紹介と相前後して行われるようになった。最

初には，1900（明治33）年に田中稲城が主張して

いるが，これはおもに，出納事務の延長とも言う

べきものであった。

　その後10年の空白を経て坂本が，“閲覧者を教

導する役員を別に置かねばならぬ”30）［p．2］と言

い，レファレンス・ワークの認識とは多少ずれて

いるが，利用者に直接対応する職員の必要性を説

いている。1910（明治43）年はちょうど，“図書

館管理上の一頂針”15）など，人的援助を行う職員

という存在が紹介されはじあたころと一致するこ

とに注目すべきであろう。

　さらに太田は，“図書館は一の営業なり”31）を

表したがこれは，“パブリッシャーズウィーク

リー”において発表された“図書出納係の心得”18）

とほぼ同時期であり，海外の情報の収集に努力し

ていたことがわかり，この問題に対する関心の高

さが伺える。

　このころまでの，レファレンス・ワークに対す

る必要性は，主に図書館側の視点に立ち，出納業

務の効率化を期待したものが多く，援助の意識は

薄かったと考えられる。利用指導や出納業務の延

長というあいまいさは，少し前の米国においても

見られたものであるが，我が国の場合その動機が

図書館側の利益にあったという点で，米国との認

識の違いを感じさせる。

　大正初期には，徳川や沢柳のように，レファレ

ンスという言葉を用いることはなくとも，実質的

にはレファレンス・ワークと呼べるものを認識し

たうえで，主張している。ともに具体例を例示し

ていることから，理論としてではなく，実際面か

らの必要性を主張しているといえる。

　レファレンスをレファレンスとして認識し，そ

の組織の必要性を述べたのは，1919（大正8）年

の平沼であり，ここから，レファレンス必要性の

主張に発展が見られるようになる。和田万吉は

1922（大正11）年の講演で，レファレンス・ワー

クの本質を踏まえた上でその必要性を主張し，さ

らに，今沢とともに，図書館サービスが利用者本

位に行われるべきものであることを強調した。こ

れは，出納事務の延長ととらえたり，図書館サー

ビスについて，「事情の許す限り」などという消極

的姿勢の強い当時の図書館界のなかで特筆に値す

べきであろう。

　昭和に入ると，理論面および，実践活動に関す

る報告がなされた結果をうけた主張が現れた。昭

和9年の佐中の論文40）が，それである。ここにお

いて，レファレンスの制度，実践が全くないたあ

に，必要性を主張するのではなく，一部では行わ

れているが，足りない点があり，それを改善して

いくたあのものとなっていくのである。その顕著

な例が毛利の論文41）と言えよう。レファレンスを

行うたあの教育を必要とする，と言う主張のこの

論文は，当時の図書館においては，実行の有無は

ともかく，レファレンス・ワークが必要であると

言う認識が既に広く存在した証拠となると考えら

れる。

　しかし，同時に大正末期から昭和にかけては，

文部省など公的機関が，社会教育のなかの図書館

における読書を促すようになった。これは1章で

述べた，国民教化を行うものであり，その手段と

しての読書指導機関を求あたことで，『図書館雑

誌』においても，1922（大正11）年，1939（昭

和14）年などにみられるよう，必要性の主張の主

旨が変化していった部分がある。
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　このように見て行くと，文献の数からはうかが

い知ることはできないが，必要性の主張において

は，他の段階の影響，当時の情勢の影響を受け，

主張する内容が，レファレンス・ワークを理解し

た上でなされていることが見て取れる。

3．理論の展開

　毛利は，定義というより，具体例の紹介に近く，

最初の定義と言うべきものは，三宅，志智等の言

うように，レファレンス・ワークを概念としてま

とあた今沢であるといえる。1926（大正15）年

に，小谷が，レファレンス・ワークの業務は，図

書館の方針によって，様々な範囲があげられると

定め，さらに，1930（昭和5）年には，毛利が再

び，参考事務に関し，来館者に対する資料の提供

だけに限らず，電話レファレンスなど，当時とし

ては新たな業務をその範囲に入れた46）［p．297－

298］。この広がりと呼応するように，同時期に波

多野はレファレンスに対する限界を示した。ここ

においてレファレンス・ワークの理論が模索され

始めたことを示している。1938（昭和13）年に

は，田村が従来あいまいなまま混同されていた出

納係とレファレンス・ワークの関係について，別

個のものである，と認識した上で日本の当時の状

況をふまえ，出納係との兼務を述べたことは，日

本にあわせたレファレンス・ワークを考えていた

こととして評価できる。

　1939（昭和14）年になると，レファレンス・

ワーク業務が決して個人の力に頼る性質のもので

はないこと，明確な意識をもって，そのサービス

を支援する必要があることを述べた48），Roth－

steinの条件の③を考慮した意見が現れた。

　このように，大正に始まったレファレンス・

ワークの理論は，来館者に対する，直接的な援助

から，そのサービスの幅を広げ，体制の面でも，

昭和10年代後半には，その組織的な業務体制の

必要性を論じるなど，それなりの発展を遂げてい

ることがうかがえる。昭和に入り，レファレンス

の理論が展開された様は，大正末期から各地で

徐々に行われるようになった実務と呼応している

と言えるであろう。

　ただし，当時の館界でどのような理論が支持さ

れていたかは，文献数が少ないため，不明な部分

をのこしている。

4．レファレンス・ワークの実践

　実務は従来，帝国図書館，日比谷図書館につい

て，一部萌芽が認められたという評価が，一般的

であったが，実際には普及にまでは至らなかった

とはいえ，より多くの図書館において，内容のあ

るサービスがなされていたことが明らかにでき

た。文献調査の結果，

　　帝国図書館

　　東京市立日比谷図書館

　　京都府立図書館

　　神戸市立図書館

　　大阪市立図書館

においては，実際かなりのサービスが行われたと

認あられ，また

　　新潟県立図書館

　　市立名古屋図書館

　　京都帝国大学図書館

　　秋田県立秋田図書館

については，その実際が定かではない部分がある

が，レファレンス・ワークが行われたと推察でき

る。

　以下の図書館については，読書案内，利用指導

など類似の業務は行っていた事が確認された。

　　岡山県立図書館

　　石川県立図書館

　　徳島県立図書館

　　東京帝国大学図書館

　これらの図書館でレファレンス・ワークを担当

する部門が設けられた時期については，大正初期

および，大正末期から昭和初期にかけてが多く，

この時期はレファレンス・ワークの理論が発展を

見せた時期と重なる。

　さらに，記録に残る限りでは，神戸市立図書館

が，電話によるレファレンスにも応対する（1934

年），唯一完全に専任の職員を置く（1940年），な

ど，高い水準のレファレンスを行っていたことが

今回新たに明らかになった。さらに，神戸市立図
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書館では，戦後ごく早い時期からレファレンス・

ワークに力をいれるようになったことから，戦前

のレファレンスに対する意識を引き継いでいたと

考えられるのである。

B．おわりに

　レファレンス・ワーク導入の流れは，北原も指

摘する通り，明治末期に湖ることができる。明治

末より大正初期まで，海外留学生らの報告を中心

に事例が紹介され，表1から見られるようにほぼ

同時期からその必要性も認められるようになっ

た。

　当初は，出納業務閲覧指導との区別もなく，

レファレンス・ワークという認識もなく，職員に

よる来館者人的援助との混乱が続くが，大正初期

より，レファレンスを参考という言葉でとらえ，

レファレンスという言葉が日本に導入され，その

意識をもって接するようになっていたことが見出

せた。その同時期には，東京市立日比谷図書館，

京都府立図書館において実務が行われその記録が

文献に登場し，最初に理論的説明を試みようとし

た毛利の講演43）が行われたことからも，大正初期

が単なる人的援助ではない，レファレンス・ワー

クが導入された時期といえよう。

　しかし，北原が言うように，その後すぐ全国的

な普及段階に入った2）［p．26］とは考え難い。

　なぜなら，導入から普及には通常，個人レベル

で行われた後社会全体に広がっていくものであ

り，74）収集した文献をみれば分かるように，レ

ファレンス・ワークについて著述した著者は，毛

利，今沢，を始あ，しばしば各段階に現れること

が多く，また実務についても，今沢を擁した東京

市立日比谷図書館における実務ですら，その内実

は図書館にっとあた個人の頑張りに頼らざるを得

ない状況であり，このことは，図書館において，

レファレンス・ワークの関心が個人のレベルに留

まっていたことを示しているからである。

　その後，昭和10年代後半，田村，渋谷らによっ

て，レファレンス・ワークの理論が模索され，実

務の面でも，直接的に資料を提供するサービスの

みならず，電話によるレファレンスなど挑戦的な

試みを行う館も現れた。58）［p．99］それは，必要性

を唱える者に影響を与え，彼らはレファレンスを

既に認知されたものととらえ，そのさらに次の段

階を紹介するようになっていた。

　さらに，1942（昭和17）年図書館講習所での講

義から，レファレンス・ワークは普及の兆しをみ

せていたと受け取れる。

　今回の調査の限り戦前において，図書館界全体

への普及に至っていたとは考え難い。しかし，各

文献の内容はある程度の発展をみていたと考えら

れるため，幾人かの先駆者的な研究者によっての

個人的な導入はすでに試みられていたと考えられ

る。

　本稿の作成に当たってご指導下さった慶鷹義塾

大学文学部図書館・情報学科の田村俊作先生に心

より感謝申し上げます。
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平沼淑郎．“郵書趣味と圖書館”．図書館雑誌．

No．　39，　p．　31－44　（1919）

今澤慈海．“公共図書館の使命と其達成”．図書館

雑誌．No．43，　p．1－6（1920）

和田萬吉．“公衆本位の尊書館に就いて”．図書館

雑誌．No．45，　p．45（1921）

今澤慈海．“群書館員の教養とその使命”．図書館

雑誌．No．73，　p．2－4（1925）

“壁書館社會教育に平する諸提案”．図書館雑誌．

VoL　28，　No．　5，　p．　132－137　（1934）

“圖書館社早教育に關する第二次諸提案”図書館
雑誌．Vo1．29，　No．3，　p．65（1935）

佐中茂．“参考係（専任）の援充，設置は中央圖書

館目下の緊急要事”．図書館雑誌．Vol．28，　No．5，

p．　142－144　（1934）

毛利宮彦．“精神昂揚と圖書館（二）”．図書館雑

誌．Vo1．33，　No．3，　p．53－55，73（1939）

太田榮太郎．“圖書館と調査部”．図書館雑誌．

Vol．　35，　No．　6，　p．　436－445　（1941）

毛利宮彦．“個人と公衆圖書館”．図書館雑誌．

No．　29，　p．　37－42　（1917）

小谷誠一．“圖書館に於ける参考事務”。図書館雑

誌．No．78，　p．6－8（1926）

波多野賢一．“圖書館に於ける参考事務”．図書館

雑誌．No．110，　p．7－15（1929）

毛利宮彦．圖書の整理と運用の研究．東京，図書

館事業研究会，1936，722p．昭和5年に刊行さ
れた『内外参考図書の知識』の中でもレファレン

ス・ワークに対し同様の定義を行っている。

進昌三．“学校圖書館に於ける讃書案内の實際”．

図書館雑誌Vol．31，　No．7，　p．204－209（1937）

田村盛一．“團出納所ノ本質ト事務（5－3）”．圏研

究．Vo1．11，　Nα3，　p．291－319（1938）

澁谷國忠．“参考事務要論”．図書館雑誌．Vo1．33，

No．　1，　2，　p．　10－15，　30－32，　48　（1939）

山下榮“讐学團ニオケル雑誌利用法”．圏研究．

VoL　13，　No．　1，　p．　27－36　（1940）

八里正．“大正時代の参考事務一東京市立日比谷

図書館”．図書館と本の周辺．No．4，　p．127－131

（1977）

“日比谷圖書館の圖聖母合用箋”．図書館雑誌．

No．　26，　p．　41　（1916）

今澤慈海．“市民生活の要素としての奏書館”．図

書館雑誌．No．58，　p．4－7（1924）

小谷誠一．“日比谷事書館に於ける参考事務”．図

書館雑誌．No．55，　p．16－17（1924）

“京都府立図書館の質問鷹峯規定”．図書館雑誌．

No．　29，　p．　73－74　（1917）

埜上衛　“京都府立図書館のレファレンス・ワー

クについて”．私立大学図書館協会会報．No．16，

p．　37－45　（1958）
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戦前におけるレファレンス・ワークの導入

★57）伊達友俊．“神戸市立圖書館の纒過”．図書館雑
　　　誌．No．15，　p．54－62（1912）

58）神戸市立図書館編神戸市立図書館60年史．神
　　　戸，197　1，134p．

　59）新潟県立図書館編新潟県立図書館50年史．新
　　　潟，1965，149p．

★60）塚本勝雄．“市立名古屋圖書館の讃書相談”．図書

　　　館雑誌．Vol．22，　No．12，　p．300－302（1928）

61）大阪市立図書館編大阪市立図書館50年史．大
　　　阪，1972，207P．

62）岡山県総合文化センター編岡山県立図書館60
　　　年史．岡山，1967，151p．

　63）石川県立図書館編石川県立図書館七十年のあゆ

　　　み．石川，1983，154p．

　64）徳島県立図書館徳島県立図書館五十年史．徳
　　　島，1966，111P．

　65）秋田県立秋田図書館秋田県立秋田図書館沿革
　　　誌．秋田，1961，278p．

66）小野源藏．“圖書館運用の形式と其の内容”．図書

　　　館雑誌．Vol．28，　No．9，　p．265－270（1934）

　67）竹林熊彦．“圖書の選澤と社會研究”．図書館雑
　　　誌．Vol．26，　No．　4，　p．84－87（1932）

★68）私立大学図書館協会．私立大学図書館協会議事要

　　　録並議題索引．No．1，を引用文献3）より再引
　　　用．

★69）帝国図書館報．Vo1．1，　No．1，　p．1（1908）

★70）国立国会図書館支部上野図書館編上野図書館八
　　　十年略史．東京，1953，170p．

★71）国立国会図書館支部上野図書館帝国図書館年
　　　報．東京，1974，428p．

72）大佐三四五．“翰近欧米圖書館事業の趨勢と我國

　　　斯る道の將來に就て（三）”．図書館雑誌．No．

　　　120，　p．　288－291　（1929）

★73）“文部省圖書館講習所の新陣容’．図書館雑誌．
　　　Vol．　36，　No．　4，　p．　49　（1942）

　74）Rogersのイノベーションの普及段階に詳しい。
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